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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 

４．第22期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 

売上高（百万円） 23,941 26,692 28,514 29,803 27,031 

経常利益（百万円） 2,471 2,549 3,366 3,952 2,377 

当期純利益（百万円） 1,412 1,490 1,878 2,717 1,357 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 5,213 5,213 5,213 5,213 5,213 

発行済株式総数（千株） 28,952 28,952 28,952 28,952 28,952 

純資産額（百万円） 12,266 12,238 12,566 13,291 12,422 

総資産額（百万円） 19,170 18,925 20,191 20,799 18,844 

１株当たり純資産額（円） 423.69 419.31 430.51 457.48 429.22 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

50.00 

(－) 

50.00 

(－) 

65.00 

(－) 

75.00 

(－) 

80.00 

（－） 

１株当たり当期純損益（円） 48.79 48.01 61.27 92.14 46.89 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 64.0 64.7 62.2 63.9 65.9 

自己資本利益率（％） 11.85 12.16 15.15 21.01 10.55 

株価収益率（倍） 16.19 22.50 26.44 27.57 35.29 

配当性向（％） 102.5 104.1 106.1 81.4 170.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
4,058 445 2,735 2,538 607 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,122 995 △1,472 △431 1,703 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△724 △1,449 △1,449 △1,887 △2,227 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
636 628 441 661 745 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

181 

(179) 

188 

(158) 

202 

(164) 

211 

(161) 

218 

(180) 



２【沿革】 

 当社は昭和46年４月３日、香港法人リーバイ・ストラウス（ファーイースト）リミテッドの日本支社として設置さ

れ（所在地・東京都品川区西五反田）、リーバイスジーンズの輸入販売を開始致しました。その後順調な業績の伸び

と共に日本のジーンズ市場の重要度を考慮し、昭和57年11月29日にリーバイ・ストラウス ジャパン株式会社（本店

所在地・東京都港区南青山）を設立致しました。リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社は株式の額面（株式１株

の額面100,000円）を変更するため、昭和63年12月１日を合併期日として利須株式会社（昭和47年11月10日設立、本

店所在地・東京都港区南青山）に吸収合併され、合併により当社の資産・負債及びその他の一切の権利、義務を引渡

し致しました。又、昭和63年12月１日利須株式会社は商号をリーバイ・ストラウス ジャパン株式会社（株式１株の

額面500円）に変更致しました。合併前の利須株式会社は休業状態にあり、合併後におきましては、被合併会社の営

業活動を全面的に継承しております。したがって以下の記載は、別段の記述がないかぎり実質上の存続会社に関する

ものであります。 

年月 概要 

昭和57年11月 米国のリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーの100％子会社であるリーバイ・ストラウ

ス・インターナショナルの全額出資により、リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社を設立し

ました。 

昭和58年６月 新たに、大阪、名古屋、九州に販売代理店を採用し、販売経路を強化しました。 

昭和58年９月 リーバイ・ストラウス（ファーイースト）リミテッド日本支社閉鎖に伴い、その資産を取得しま

した。又、全従業員を当社へ移籍しました。 

昭和63年11月 リーバイ・ストラウス・インターナショナルが保有していたリーバイ・ストラウス ジャパン株

式会社の株式が全てリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーに譲渡されたことに伴い、同社

が直接の親会社となりました。 

昭和63年12月 利須株式会社に吸収合併され、同日、商号変更によりリーバイ・ストラウス ジャパン株式会社

となりました。 

平成元年６月 株式を社団法人日本証券業協会へ店頭登録しました。 

平成３年５月 平塚流通センターの自動倉庫を完成しました。 

平成７年２月 本店所在地を東京都港区から東京都渋谷区に移転しました。 

平成16年12月 株式を株式会社ジャスダック証券取引所に上場しました。 



３【事業の内容】 

 当社は、当社株式の83.59％を所有する親会社リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーを中心とするリーバイ

スグループに属しております。リーバイスグループは世界各地でジーンズ、ジャケット等の製造、販売を行ってお

り、当社は、親会社とのライセンス契約に基づき製品を生産するほか、親会社、親会社の100％子会社のリーバイ・

ストラウス・インターナショナルの100％子会社であるリーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョ

ン リミテッド及びリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー ヨーロッパ エス・シー・エイから、それぞれ製

品を仕入れ、これらの製品を国内で販売しております。またリーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビ

ジョン リミテッドはアジア・パシフィック地域におけるリーバイスグループ関連各社の事業活動を統括管理してお

り、当社は同社からコンサルタント業務等の役務の提供を受けております。親会社の100％子会社であるリーバイ・

ストラウス インターナショナル グループ ファイナンス コーディネーション サービシーズはリーバイスグル

ープ全体の資金運用を担当しており、当社は余裕資金を短期貸付金として同社に貸付けております。 



４【関係会社の状況】 

親会社 

 親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より、連結上、債務超過の状態にあり,2006

年11月期におきましても、決算は最終確定しておりませんが、債務超過の見込みです。現在、財務内容の改善をすべ

く、経営構造改革を実行中であります。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合ゼンセン同盟リーバイ・ストラウスジャパンユニオンはゼンセン同盟大阪府支部に所属しており

ます。同組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（千米ドル）
主要な事業内容 

議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

リーバイ・ストラウ

ス・アンド・カンパ

ニー 

米国カリフォル

ニア州サンフラ

ンシスコ市 

373 
衣料品の製造・販

売 
83.7 

ライセンス契約 

製品仕入 

ソフトウェア開発

委託等 

  平成18年11月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

218（180）  40.1 8.8 8,510,996 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当社の2006年11月期の業績は、売上高は前期比9.3％減の270億31百万円、経常利益は同39.8％減の23億77百円、

当期純利益は同50.0％減の13億57百万円となりました。この結果は、ジーンズマーケット全体のトレンドや需要の

変化によって、事業の中核であるメンズ及びレディースボトムスの分野において当初の期待に沿った売上高を達成

することが出来なかったこと、及びこれらの要因による過剰在庫を適正化するために積極的に実施した販売価格の

調整並びに返品による影響が利益を大きく圧迫した結果となりました。 

 また前事業年度は、ロイヤリティー料率改定に伴う過年度の返還益が含まれていたことが、当期純利益が前期比

で大きく落込んだ要因ともなっております。 

 当期の日本経済は、企業活動の重しとなっていた負債、雇用、設備の3つの過剰がほぼ解消され、経済全体では

戦後最長の好況下にあると言われました。その一方、所得の伸び悩みや雇用形態の変化等が枷となって、消費者の

心理状況は決して好転したとは言えず、デジタル家電等の一部の消費財を除き、消費動向は決して大きく伸長しま

せんでした。アパレル市場についても、楽観できないマーケット状況が続きました。特に、ジーンズカジュアルで

は、前事業年度までのジーンズマーケットを牽引した、より高額な“プレミアムジーンズ”の人気が峠を越し、次

の大きなトレンドを模索する状況となりました。レディースを中心とした、より細身でタイトフィットな“スキニ

ージーンズ”に対する需要は盛り上がったものの、ジーンズマーケット全体の活性化を果たすまでには至りません

でした。 

 当事業年度上期では「ＳＴＡＹ ＴＲＵＥ」（スティ・トルゥー）キャンペーンによる「５０１」を中心とした

マーケティング活動を実施いたしましたが効果は当初の期待には及びませんでした。キャンペーンで訴求した商品

がマーケットのトレンドに合致しなかったこと、及びキャンペーンのメッセージが消費者の購買意欲に強く働きか

けなかったこと等がその原因と考えられます。しかし、メンズについては、下期投入した新商品である素材、縫

製、デザインをグレードアップした「リーバイス・プレミアム」並びに細身でシャープなシルエットを備えた「ペ

ンシルフィット」等が好調に推移いたしました。その結果通期でのメンズボトムスの売上高は前期比5.7％の減少

に留めることが出来ました。 

 レディースでは、当事業年度下期のキャンペーンに米国のトップモデル及び女優であるデヴォン青木を起用した

「リーバイス・レディ・スタイル」では、より価格を抑えた新ライン等も投入いたしましたが、ジーンズ需要全体

の低迷と、需要が“スキニージーンズ”に集中したことによって、レディースボトムスの売上高は前期比15.0％減

となりました。 

 トップスについては、メンズでは消費者の嗜好に合致した商品が提供できなかったことにより、売上高は前期比

14.8％減となりました。レディースでは、Ｔ－シャツ等が好調な売上高を達成できた結果、売上高は前期比1.4％

減とほぼ前期並みの売上高を確保いたしました。さらに商品について特記されるのは、販売量自体は少ないもの

の、ジーンズの“プレミアムブランド”としてブランドポジショニングの強化に繋がる、新たな商品ラインや新商

品の投入です。当期ジーンズとスポーツウェアーの融合を狙った新ライン「リーバイス・エフ・エル・ユー」や、

アップルコンピーューター社の携帯音楽端末「iPod」に対応した世界初のジーンズ「リーバイス・レッド・ワイヤ

ー」等を発売しました。 

 また、商品とマーケティングと並ぶアパレルビジネスの柱であるリテール（店頭）については、リーバイスブラ

ンドのみを取扱う単独店舗である「リーバイスストア」の新規出店を継続いたしました。当期9月に川崎、11月に

金沢に新たに店舗をオープンし、これにより当事業年度末での合計店舗数は28店舗となりました。平行して、大手

ジーンズカジュアルチエーンや主要百貨店でも、“ショップ・イン・ショップ”（店舗内店舗）やリーバイスコー

ナーの展開も積極的に推進いたしました。 

 値ごろ感のある価格で高い品質のジーンズを提供する「リーバイ・ストラウス・シグネチャー」ブランドについ

ては、主要販路であるイオン（店舗は「ジャスコ」と「サティ」）の商品並びに店頭政策の変更により、売り場面

積が縮小したこと等により、前期比22.9％減となりました。 

 なお、当期総合経営管理システム（ＳＡＰ）を導入いたしました。 

 粗利益は、このようなマーケットの状況を受けた売上高の減少、並びに店頭在庫を含む過剰在庫の処理を店頭値

引や返品等により積極的に進めた結果15億19百万円の減少となり、粗利益率では1.7ポイント減少となりました。

販売費及び一般管理費は、売上高の減少に伴い徹底的なコストセーブを図った結果、ＳＡＰ導入費用等も含めなが

らも前事業年度並みに抑えることが出来ました。当期純利益については、前事業年度は特別利益として計上した過

年度のロイヤリティー返還益の影響がありましたが、当事業年度についてはその影響が無くなったため大幅な減額

となりました。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

 当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度より83百万円増加して7億45百万円と

なりました。当期中における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前年同期と比較して19億31百万円減少の6億7百万円となりました。これは税引

前当期純利益が、前期の46億7百万円から23億65百万円へ減少したことが要因です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得られた資金は、前事業年度の4億31百万の支払から一転して17億3百万の受取となりました。こ

れは、前事業年度の短期貸付金が4億2百万増加したのに対して当期は17億67百万円の減少となったことが主な要因

です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前年同期と比較して3億39百万円増加の22億27百万円となりました。これは、

配当金の支払額が前期より増加したことが主な要因です。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を品目別に数量によって示すと次の通りであります。 

(2）受注 

 該当事項はありません。 

品目 
第25期 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

前年同期比（％） 

メンズボトムス 千本 3,115 87.7 

レディースボトムス 千本 1,364 94.8 

メンズトップス 千枚 1,864 84.0 

レディーストップス 千枚 671 120.7 

リーバイ・ストラウス・シグ

ネチャー 
千本 256 85.9 



(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りでありま

す。 

 （注） 本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 アパレル市場は急速に変化を続けております。この状況下、如何にマーケットのトレンドや店頭での売行き商品を

いち早く把握することが重要課題となります。そのためには正確かつ付加価値の高い情報を当事業年度導入した「Ｓ

ＡＰ」並びに主要取引先との綿密なビジネスプランを通したパートナーシップを通して得ることが必要と考えます。

 また市場の要求に備わったロジスティックスの改善により、商品入荷から発送までのステップを最小限度にし、効

率的な在庫管理並びに売上機会を逃さない商品調達プロセスを構築する必要があります。現在もリーバイス関係会社

を含め改善を進めております。 

品目 
第25期 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

前年同期比（％） 

メンズボトムス（百万円） 15,953 94.3 

レディースボトムス（百万円） 5,918 85.0 

メンズトップス（百万円） 3,655 85.2 

レディーストップス（百万円） 1,101 98.6 

リーバイ・ストラウス・シグネチャー

（百万円） 
403 77.1 

合計（百万円） 27,031 90.7 

相手先 

第24期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第25期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱ライトオン 6,416 21.5 6,727 24.8 



４【事業等のリスク】 

 当社の事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられる要因は、以下のようなものがあります。なお、当社は

これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避また発生した場合の対応に努める所存です。 

(1）当社の製品の半数以上は、主としてアジア地区にある関係会社、協力工場及び商社経由により生産しておりま

す。過去同地区で発生した自然災害等により、これら製品の一部の納期が大幅に遅れたり、状況によっては納

品がキャンセルされ、売上に影響をもたらす可能性があります。 

(2) 市場の需要を的確に予測し、適正在庫管理と店頭には消費者が望む商品がある状況が必要ですが、季節要因や急

激なファッションの動向の変化により在庫不足または過剰在庫が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(3）業務の効率化及び健全化を図るため、返品及びその他売上調整金の大幅な軽減を推進しておりますが、その過程

において全体の取引量が減額する可能性があります。 

(4）変化に対応出来る、また効率的な組織を構築するために、社員の移動並びに削減が発生する可能性があります。

また当事業年度に導入した「ＳＡＰ」は無事稼動を始めましたが、機能追加及び修正のため一時的に人材の補充

が必要となる可能性があります。 

(5）当社は、関係会社への短期貸付金がありますが、円建による貸付により為替リスクは排除し、必要に応じて解約

可能な要求払いとして運用しております。しかし親会社の実務的理由等により、全額を解約するにあたり、ある

程度の日数を要する可能性があります。 

(6) 商品作りにおいて消費者を充分満足できない状況並びにそれをサポートすべきマーケティング活動がうまく機能

しない場合、売上と利益に影響を与えます。 

(7) 当社は、バリュー商品である「リーバイ・ストラウス・シグネチャー」ブランド商品を販売しておりますが、来

期も厳しい環境下のため引続き目標を達成できない可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

ライセンス契約 

６【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

相手方 内容 契約期間 対価 

リーバイ・ストラウス・アンド・カ

ンパニー 

（米国） 

ライセンス契約 
平成15年12月１日から 

平成20年11月30日まで 
売上高の一定率 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成に当たりまして法令及び規則を遵守し公開会社として適切且つ正確に作成しております。会計

等に関する事項につきましては監査法人並びに法令等に関する事項につきましては顧問弁護士の意見等を適時得て

おります。 

（2）財政状態の分析 

①資産の部 

資産の部は、前期末と比較して1,955百万円減少して18,844百万円となりました。 

(a) 流動資産 

流動資産は、前期末に比べて2,501百万減少して15,058百万円となりました。短期貸付金の減少（前期末比1,767百

万円減）、売掛金の減少（前期末比532百万円減）が主な要因です。 

(b) 固定資産 

固定資産は、前期末に比べて546百万増加して、3,786百万円となりました。基幹システムへの投資による無形固定

資産の増加（前期末比659百万円増）が主な要因です。 

②負債の部 

負債の部は、前期末と比較して1,086百万円減少して6,421百万円となりました。 

(a) 流動負債 

流動負債は,前期末と比較して1,691百万円減少して5,314百万円となりました。未払法人税等の減少（前期末比951

百万円減）、買掛金の減少（前期末比652百万円減）が主な要因です。 

(b) 固定負債 

固定負債は、前期末と比較して605百万円増加して1,107百万円となりました。基幹システム導入に係る長期リ－ス

債務が生じたことが要因です。 

③純資産の部 

純資産の部は、前期末と比較して868百万円減少して12,422百万円となりました。前期配当金2,170百万円による減

少が、当期純利益1,357百万円を超過したしたことが要因です。 

(3）当事業年度の経営成績の分析 

 当事業年度は、経済全体では戦後最良の好況下にあると言われておりましたが、アパレル市場においては楽観で

きない状況が続きました。当社はこのような状況下において、メンズでは、「ＳＴＡＹ ＴＲＵＥ］等のキャンペ

ーンを通して拡販し、レディースでは米国のトップモデル・女優を起用し「リーバイス・レディ・スタイル」のキ

ャンペーンを実施いたしましたが、残念ながら売上高は当初及び中間期の計画を達成するにはいたりませんでし

た。また店頭在庫を含む在庫過多の状況による在庫処理のため、店頭値引や返品による財務上の問題を起因いたし

ました。 

 今年度最大事業であった、「ＳＡＰ」の導入は無事成功いたしましたが、そのための人材投入による事業への影

響は少なからず発生致しました。 

 販売費及び一般管理費については、売上高の減少にともないできる限りのコスト削減を行った結果昨年並みに留

めることが出来ました。 

 これらの結果、売上高経常利益率は前期の13.2％から10％を割込む8.8％に落込みました。 

また売上高当期純利益率はロリヤリティー返還益を含む過年度の9.1％から5.0％となっております。配当につきま

しては当初の予測通り80円を実施させて頂きます。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社は、消費者が充分満足できる商品作りと売行き商品を如何に正確に予測し、そして迅速に生産し、且つ店頭

に配荷することが出来るかが成績に重要な影響を与える主要因となっております。このためには、正確な市場状況

の把握とそれに沿った販売計画の策定、原材料の確保並びに生産リードタイムの短縮及び生産拠点の決定と確保が

重要となって参ります。当社は、常に改善すべき大きな挑戦と位置づけております。 

(5）戦略的現状と見通し 

 当社は、リーバイスがもつグローバルな情報力及び企画力の利用を通し、常に革新的な商品を市場に送り出し、

若者をメインとする消費者のマインドをしっかりと掴み、リーバイスブランドの更なる価値を高めることを基本的

戦略としております。このために商品開発の更なる強化、リーバイスブランドによるトータルコーディネーション

の展開、また消費者の方々が「買いたいと思う商品」及び「着ていて誇りに思う商品」と評価される企画力、商品

力そして組織力を構築して参ります。また、リーバイスストアーを先頭として店頭プレゼンテーションの改善並び

に主要大手取引先との協力関係の強化を継続的に実施いたします。セカンドブランドであるシグネチャー商品の強

化、並びにそれ以外の衣料品についても積極的に取組んで行く計画です。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 特に記載すべき事項はありません。 

２【主要な設備の状況】 

１．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  （平成18年11月30日現在）

事業所名（所在地） 設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（百万円） 
機械装置 
（百万円） 

器具備品 
（百万円） 

車両運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
（面積㎡） 

ソフトウェア 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 

東京都渋谷区 

統括管理 

販売 
147 － 60 － 

4 

(146) 
681 894 167 

平塚流通センター 

神奈川県平塚市 

在庫管理 

入出庫管理 
1,076 68 42 0 

805 

(3,082) 
0 1,992 12 

名古屋支店 

名古屋市中区 
販売 3 － 2 － 

－  

 （－） 
－ 6 9 

大阪支店 

大阪市港区 
販売 6  － 3 － 

－  

（－） 
－ 9 15 

福岡営業所 

福岡市博多区 
販売 2  － 2 － 

－  

（－） 
－ 4 4 

札幌営業所 

札幌市北区 
販売 2 － 1 － 

－  

（－） 
－ 3 4 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 無償新株式発行 

株主に対する割当比率 １：0.1 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式10,540株は、「個人その他」に10単元及び「単元未満株式の状況」に540株を含めて記載しており

ます。 

     ２. 「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,800,000 

計 100,800,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年２月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,952,000 28,952,000 
株式会社ジャスダック証

券取引所 

完全議決権株

式であり権利

内容に何ら限

定のない当社

における標準

となる株式 

計 28,952,000 28,952,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高   
   （株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成３年１月21日 

（注） 
2,632,000 28,952,000 － 5,213 － 1,541 

  平成18年11月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） －  10 10 55 8 2 1,722 1,807 － 

所有株式数

（単元） 
－  618 57 683 24,319 18 3,216 28,911 41,000 

所有株式数の

割合（％） 
－  2.14 0.20 2.36 84.12 0.06 11.12 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式は、次のとおりであります。  

    日本マスタートラスト信託銀行株式会社     162千株  

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   108千株           

  平成18年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％） 

リーバイ・ストラウス・アン

ド・カンパニー 

（常任代理人みずほ信託銀行株

式会社） 

1155 BATTEY STREET,SAN FRANCISCO,CA 94111 

U.S.A. 

（東京都中央区八重洲一丁目２番１号） 

24,202 83.59 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
220 0.76 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 

  

東京都港区浜松町二丁目11番３号 162 0.56 

カイハラ産業株式会社 広島県福山市新市町大字常1450 153 0.53 

倉敷紡績株式会社 大阪市中央区久太郎町二丁目４番31号 110 0.38 

日清紡績株式会社 

  

東京都中央区日本橋人形町二丁目31番11号 

  
110 0.38 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 108 0.37 

ジブラルタ生命保険株式会社

（一般勘定配当重視口） 
東京都千代田区永田町二丁目13番10号 80 0.28 

絲丹株式会社 
名古屋市中村区則武一丁目13番９号 

チサンマンション第３名古屋305号  
60 0.21 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

505019 

（常任代理人みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 1FSC 

DUBLIN IRELAND 

東京都中央区日本橋兜町六番７号 

49 0.17 

計 － 25,254 87.23 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また 

     議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式） 

普通株式     10,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,901,000 28,901 － 

単元未満株式 普通株式     41,000 － － 

発行済株式総数 28,952,000 － － 

総株主の議決権 － 28,901 － 

  平成18年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 （自己保有株式） 

リーバイ・ストラ

ウス ジャパン株

式会社 

東京都渋谷区恵比

寿四丁目20番３号 
10,000 － 10,000 0.04 

計 － 10,000 － 10,000 0.04 



２【自己株式の取得等の状況】 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び 

         会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得   

 （1）【株主総会議決による取得の状況】 

        該当事項はありません。 

  

 （2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

 （3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     旧商法第221条第6項及び会社法第192条第1項に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

（注）当期間における取得自己株式には、平成18年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買に 

   よる株式数は含めておりません。 

  

  （4）【取得自己株式の処理状況及び保有の状況】 

 （注）有価証券報告書提出日現在の保有自己株式には、平成18年12月1日から有価証券報告書提出日までの単元 

    未満株式の買取による株式数は含めておりません。 

３【配当政策】 

  当社は、常に業績向上を目指して、会社が将来必要とする内部留保を正しく評価留保したのち、キャッシュ・  

   フローの許容できる範囲内の利益を配当として株主に還元することを基本方針としております。 

  当期は１株当たり80円の配当を実施しました。 

  内部留保資金につきましては、設備投資等経営基盤の安定とその拡大に対応できるよう行う予定です。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間 平成－年－月－日～平成－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 10,540 17,228,200 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 2,222 5,293,760 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 10,540 － 2,222 － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第24期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 

最高（円） 1,150 1,330 1,850 2,790 2,650 

最低（円） 456 725 1,060 ※    1,500      1,500 

月別 平成18年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 2,410 2,410 2,065 2,075 2,000 1,923 

最低（円） 2,200 1,500 1,800 1,850 1,903 1,570 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
 アラン・ヘッド 昭和35年１月５日生 

昭和59年４月 プロクター＆ギャンブル入社 

平成６年８月 同社ジェネラルマネージャー 

平成10年９月 シティバンク入社 

平成12年５月 リーバイ・ストラウス・アンド・ 

カンパニー入社 南アフリカジェ

ネラルマネージャー 

平成15年１月 リーバイ・ストラウス アジア・

パシフィックディビジョン 

ラテンアメリカ、オーストラリア 

ニュジーランド、日本、韓国を統

括するリージョナル・マネージン

グ・ディレクター 

平成18年10月 同社プレジデント及びリーバイ・

ストラウス・アンド・カンパニー

シニア・ヴァイス・プレジデント

（現任） 

平成19年２月 代表取締役社長就任（現任） 

－ 

取締役   ポール・スミス 昭和42年10月21日生 

平成２年６月 アーンスト＆ヤング入社 

平成９年２月 同社インターナショナル・タック

ス・サービシーズ・ディレクター 

平成16年５月 リーバイ・ストラウス・アンド・

カンパニー入社 タックス・ヴァ

イスプレジデント 

平成18年９月 同社タックス・アンド・トレジャ

リー・ヴァイス・プレジデント

（現任） 

平成19年２月  当社取締役就任（現任） 

－ 

取締役  
ダニエル・オニー

ル 
昭和28年５月10日生 

昭和53年４月 リーバイ・ストラウス オースト

ラリア入社 

平成元年５月 リーバイ・ストラウス・アンド・

カンパニー インターナショナ

ル・オーディットマネージャー 

平成２年11月 リーバイ・ストラウス カナダ 

ディレクターオブファイナンスア

ンドプランニング 

平成９年10月 リーバイ・ストラウス ヨーロッ

パ ミドルイーストアンドアフリ

カディレクターオブアナリシス 

平成11年１月 リーバイ・ストラウス アジア・

パシフィック ディビジョンリミ

テッド ヴァイスプレジデント、デ

ィレクターオブファイナンスアン

ドプランニング（現任） 

平成11年２月 当社監査役就任 

平成19年２月 当社監査役辞任  

平成19年２月 当社取締役就任 （現任） 

－ 

 



 （注）1.取締役 ポール・スミス及びダニエル・オニールは、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。 

    2.監査役 森嶋 正及びサンディ・エル・オングは、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役  大泉 浩志 昭和28年９月24日生 

平成12年３月 あさひ銀行株式会社 退社 

平成12年４月 ハートフォード生命保険株式会社

 入社 監査部長 就任 

平成14年１月 同社退社 

平成14年12月 ファイザージャパン株式会社 入

社 監査部長 就任  

平成19年２月 同社退社 

平成19年２月 当社常勤監査役就任（現任） 

－ 

監査役  森嶋 正 昭和23年１月23日生 

昭和47年４月 アーサーアンダーセン入社 

昭和50年３月 公認会計士登録 

昭和60年９月 英和監査法人（現あずさ監査法

人）社員 

昭和63年９月 アーサーアンダーセンパートナー

及び英和監査法人代表社員 

平成５年11月 アーサーアンダーセン及び朝日監

査法人退社 

 森嶋公認会計士事務所代表（現

任） 

平成６年２月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役  
サンディ・エル・

オング 
昭和45年７月２日生 

平成４年７月 アーンスト＆ヤング入社 オーデ

ィター 

平成６年10月 カルテックス入社 インターナ

ル・オーディター 

平成８年７月 クレディット・アグリコル・イン

ド・スエズ入社 シニア・オーデ

ィター 

平成10年５月 ディアジオ入社 インターナショ

ナル・オーディター 

平成12年６月 ヤム！グローバルレストラン入社

インターナショナル・オーディッ

ト・ディレクター 

平成18年７月 リーバイ・ストラウス アジア・

パシフィック ディビジョンリミ

テッド入社 グローバル・オーデ

ィット・ディレクター就任（現

任） 

平成19年２月  当社監査役就任（現任） 

－ 

    計 － 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社では、企業を取り巻く関係者の利害関係を調整しつつ株主利益を尊重し、企業の信頼性の維持並びに企業

価値を高める事を経営の責務と考えております。 

 経営執行の過程において取締役会は持つべき合議機能、迅速なる経営判断、企業倫理の追及並びに会社情報の

適時開示に対応する事を基本行動指針と致します。また監査役は、監査機能あるいは社内組織の牽制機能並びに

リスク管理体制の改善等をはかり、コーポレート・ガバナンスの充実並びに強化に取組んでいく方針でありま

す。 

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 １．会社の機関の基本説明 

 取締役会は、取締役３名（うち社外取締役２名）で構成され、経営上の最高意思決定機関として、重要事項の

審議及び決定を行っております。また隔週毎に実施される各部門からの報告（SMT会議）等により、現状の把握

問題点の確認等業務執行状況を監督しております。 

 当社は、監査役制度採用会社であります。監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、各監

査役は監査役規則ならびに監査役監督基準に基づき、取締役会への出席、業務や財産の状況の調査等を通して、

業務執行の適法性ならびに取締役の職務遂行の監査を行なっております。 

 当社は、顧問弁護士ならびに各種専門家から法務、税務に関する指導、助言を受けコンプライアンスの確保を

図っております。 

 ２．内部統制システムの整備の状況 

 当社は、コンプライアンス・チームを確立しております。コンプライアンス・オフィサーの下、コンプライア

ンス・マネージャーならびに内部監査人（室）が定期的に実施する内部監査を通じて、業務の実施状況、法令、

定款ならびに社内諸規程に準拠して適性・妥当かつ合理的に行われているかの調査・検証をおこなっておりま

す。またコンプライアンス・マネージャー、内部監査人及び監査役との連携をとりコンプライアンスの強化を図

っております。 

  ３．会計監査の状況 

 当社は、会計監査人としてあずさ監査法人を選任し、会社法監査及び証券取引法監査について監査契約を結ん

でおります。会計監査人は四半期、中間期及び期末決算について監査手続きを実施しており、当社のコーポレー

ト・ガバナンスに大きな役割を果たしております。なお、あずさ監査法人及びその業務執行社員と当社の間に

は、特別な利害関係はありません。当期において業務を執行した公認会計士は松下修氏、岡野隆樹氏であり、会

計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補９名の合計で構成されております。 

  なお、当社の会計監査人でありましたあずさ監査法人は、平成19年2月26日開催の定時株主総会終結の時をも

って任期満了により退任されました。 

 また、顧問税理士として税理士法人トーマツを選任し、会計監査人とは分けて税務一般に係る助言及び指導を

受けております。 

 ４．社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役２名は、取締役会が承認した取引以外の利害関係はありません。 

 また、社外監査役２名と当社の間には、利害関係はありません。 

  （３）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、コンプライアンス・チームのもと業務フローの監査、システム関係の監査のなかか

ら存在するリスクを洗い出し、そのリスクに対する改善策を提案し改善計画書を作成し管理の強化ならびにリス

クを最小限に抑えるべく実施しております。また重要な取引先およびサプライヤーの財務内容や業務内容の検証

等も実施し、取引の健全性ならびにリスク評価を行っております。 

 監査役は、会社の重要な会議に出席し又取締役からの報告を受け、業務執行の適法性ならびに取締役の職務遂

行の監査を行っております。 



 （４）役員報酬の内容 

  当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は以下のとおりであります。 

   取締役に対する年間報酬額             130,725千円 

   社外取締役１名には報酬を支払っておりません。 

   監査役に対する年間報酬総額             23,267千円 

   社外監査役に対する年間報酬総額            2,746千円 

   なお、社外監査役１名には報酬を支払っておりません。 

  

 （５）監査報酬の内容 

  当社の会計監査人である、あずさ監査法人に対する監査報酬の内容は以下のとおりであります。 

   公認会計士法第２条第１項の業務に基づく報酬     23,176千円 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第24期事業年度（平成16年12月１日から平成17年11月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

25期事業年度（平成17年12月１日から平成18年11月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

 ただし、第24期事業年度（平成16年12月１日から平成17年11月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項ただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第24期事業年度（平成16年12月１日から平成17年11月30日ま

で）及び第25期事業年度（平成17年12月１日から平成18年11月30日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人によ

り監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年11月30日） 
当事業年度 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   661   745  

２．受取手形   71   114  

３．売掛金   4,093   3,561  

４．製品   2,739   2,744  

５．原材料   333   243  

６．前払費用   230   113  

７．繰延税金資産   736   898  

８．未収入金   322   34  

９．短期貸付金   8,374   6,606  

１０.貸倒引当金   △3   △3  

流動資産合計   17,559 84.4  15,058 79.9 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  2,803   2,822   

減価償却累計額  1,414 1,389  1,506 1,316  

(2）機械装置  1,180   1,180   

減価償却累計額  1,108 71  1,112 68  

(3）車両運搬具  16   16   

減価償却累計額  15 0  15 0  

(4）器具備品  670   671   

減価償却累計額  556 114  554 116  

(5）土地   825   809  

有形固定資産合計   2,401 11.6  2,312 12.3 

２．無形固定資産        

(1）電話加入権   12   12  

(2）ソフトウェア   52   711  

無形固定資産合計   64 0.3  724 3.8 

 



  
前事業年度 

（平成17年11月30日） 
当事業年度 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）敷金・保証金   313   313  

(2）破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

  11   4  

(3）繰延税金資産   459   436  

貸倒引当金   △11   △4  

投資その他の資産合計   773 3.7  750 4.0 

固定資産合計   3,240 15.6  3,786 20.1 

資産合計   20,799 100.0  18,844 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※１  3,109   2,456  

２．未払金 ※１  1,533   1,276  

３．未払費用   383   302  

４. 短期リース債務 ※１  －   107  

５．未払法人税等   1,193   241  

６．未払消費税等   169   36  

７．預り金   207   207  

８．返品調整引当金   409   684  

流動負債合計   7,006 33.7  5,314 28.2 

Ⅱ 固定負債        

１．長期リース債務 ※１  －   605  

２. 退職給付引当金   461   446  

３．役員退職慰労引当金   40   56  

固定負債合計   502 2.4  1,107 5.9 

負債合計   7,508 36.1  6,421 34.1 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  5,213 25.1  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  1,541   －   

資本剰余金合計   1,541 7.4  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,303   －   

２．当期未処分利益  5,244   －   

利益剰余金合計   6,547 31.5  － － 

Ⅳ 自己株式 ※３  △11 △0.1  － － 

資本合計   13,291 63.9  － － 

負債及び資本合計   20,799 100.0  － － 

 



  
前事業年度 

（平成17年11月30日） 
当事業年度 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

 （純資産の部）        

 Ⅰ 株主資本        

  1. 資本金   － －  5,213 27.7

  2. 資本剰余金        

      資本準備金   －   1,541   

     資本剰余金合計    － －  1,541 8.2

  3. 利益剰余金         

  （1）利益準備金   －   1,303   

  （2）その他利益剰余金         

       繰越利益剰余金   －   4,380   

     利益剰余金合計    － －  5,684 30.1

  4.  自己株式    － －  △17 △0.1

      株主資本合計    －   12,422  

     純資産合計    － －  12,422 65.9

    負債・純資産合計   － － － － 18,844 100.0
     



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   29,803 100.0  27,031 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首製品たな卸高  2,633   2,739   

２．当期製品製造原価 ※３ 16,179   14,835   

合計  18,812   17,575   

３．期末製品たな卸高  2,739 16,072  2,744 14,831  

４．支払ロイヤリティ ※３  2,414   2,266  

売上原価 ※１  18,487 62.0  17,097 63.2 

売上総利益   11,316 38.0  9,934 36.8 

返品調整引当金繰入額   137 0.5  275 1.0 

返品調整引当金調整後
売上総利益 

  11,178 37.5  9,659 35.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  7,406 24.9  7,423 27.5 

営業利益   3,772 12.6  2,235 8.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  3   7   

２．雑収入  179 182 0.6 145 153 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  0   0   

２．雑損失  1 2 0.0 10 11 0.0 

経常利益   3,952 13.2  2,377 8.8 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  55   7   

２. 過年度ロイヤリティー
返還益         

 622 677 2.3 － 7 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損  23     3     

２. 減損損失 ※４ － 23 0.1 16 19 0.1 

税引前当期純利益   4,607 15.4  2,365 8.7 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,773   1,125   

過年度法人税等  329   21   

法人税等調整額  △212 1,890 6.3 △139 1,008 3.7 

当期純利益   2,717 9.1  1,357 5.0 

前期繰越利益   2,527   －  

当期未処分利益   5,244   －  

        



製造原価明細書 

 （注） 当社の原価計算の方法は、標準原価によるロット別原価計算であります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．材料費  3,051 18.9 1,862 12.6 

２．外注加工費  12,376 76.5 12,323 83.1 

３．労務費  329 2.0 175 1.1 

４．経費  422 2.6 473 3.2 

当期総製造費用  16,179 100.0 14,835 100.0 

当期製品製造原価  16,179  14,835  

      



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日）             （単位：百万円） 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計 繰越利益

剰余金 

平成17年11月30日 残高 
  

5,213 1,541 1,541 1,303 5,244 6,547 △11 13,291 13,291 

事業年度中の変動額          

剰余金の配当 － － － － △2,170 △2,170 － △2,170 △2,170 

当期純利益 － － － － 1,357 1,357 － 1,357 1,357 

自己株式の取得 － － － － － － △5 △5 △5 

利益処分による役員賞与 － － － － △50 △50 － △50 △50 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
  

－ － － － △863 △863 △5 △868 △868 

平成18年11月30日 残高 
  

5,213 1,541 1,541 1,303 4,380 5,684 △17 12,422 12,422 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前当期純利益  4,607 2,365 

減価償却費  160 232 

退職給付引当金の増加
額（減少） 

 81 △15 

役員退職慰労引当金の
増加額 

 11 15 

貸倒引当金の減少額  △63 △7 

返品調整引当金の増加
額 

 137 275 

受取利息  △3 △7 

支払利息  0 0 

固定資産除却損  23 3 

減損損失  － 16 

売上債権の減少額  533 495 

たな卸資産の増加額
（減少） 

 △64 86 

仕入債務の減少額  △147 △652 

未払金の減少額  △389 △257 

役員賞与の支払額  △85 △50 

その他  △62 199 

小計  4,739 2,698 

利息の受取額  3 7 

利息の支払額  △0 △0 

法人税等の支払額  △2,203 △2,099 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,538 607 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △25 △62 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 1 － 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △3 △1 

短期貸付金の純減少
（増加）額 

 △402 1,767 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △431 1,703 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

自己株式の取得による
支出 

 △6 △5 

リース債務の返済によ
る支出 

 － △50 

配当金の支払額  △1,881 △2,170 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,887 △2,227 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 220 83 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 441 661 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※1 661 745 

    



⑤【利益処分計算書】 

 （注） 日付は株主総会承認日であります。 

  
前事業年度 

（平成18年２月24日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   5,244 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  2,170  

２．役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
50 
(4) 

2,220 

Ⅲ 次期繰越利益   3,023 

    



重要な会計方針 

 
前事業年度 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

先入先出法による低価法 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。 

(1）有形固定資産 

      同左 

  

 建物 ３年～38年

器具備品 ２年～20年

   

   

 (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

ａ 一般債権 

 貸倒実績率法によっております。 

(1）貸倒引当金 

ａ 一般債権 

同左 

 ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

 財務内容評価法によっておりま

す。 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

同左 

 (2）返品調整引当金 

 返品による損失に備えるため、従来

の返品発生比率ならびに季節商品販売

の特性等を勘案し、当期の売上高に見

込まれる返品額に対する販売利益の見

積額を計上しております。 

(2）返品調整引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。ま

た、会計基準変更時差異（388百万円）

については、５年間で均等償却してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当 

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。   

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に充てるた

め、当社内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

    

  

(5) 役員賞与引当金 

 当社の役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額の当会

計期間負担額を計上しております。 

 なお、金額の重要性を考慮し未払費

用に含めて計上しております。 

 



 
前事業年度 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 ７. 固定資産の減損に係る会

計基準  

    ────────────   当事業年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年8月9日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより税引前当期純利

益は16百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

 ８. 貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準 

     ────────────   当事業年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第5号 平成17年12月9日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準の適用方針」（企業

会計基準適用指針第8号 平成17年12月

9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は12,422百万円であります。 

 ９. 役員賞与に関する会計基

準 

    ────────────   当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用しておりま

す。これにより、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は4百万円減少し

ております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年11月30日） 

当事業年度 
（平成18年11月30日） 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 ※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

科目 金額（百万円） 

買掛金 0 

未払金 685 

科目 金額（百万円） 

買掛金 0 

未払金 565 

※２ 会社が発行する株式の総数（普通株式） 

100,800,000株 

発行済株式の総数（普通株式）  28,952,000株 

※２ 会社が発行する株式の総数（普通株式） 

100,800,000株 

発行済株式の総数（普通株式）  28,952,000株 

※３ 自己株式（普通株式）         8,318株 ※３ 自己株式（普通株式）          10,540株 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１ 売上原価に算入されている製品評価損 ※１ 売上原価に算入されている製品評価損 

低価法による製品評価損 79百万円 低価法による製品評価損  215百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

(1）給与・手当  1,595百万円

(2）臨時社員給与 370 

(3）退職給付費用 160 

(4）荷造運搬費 356 

(5）広告宣伝費 1,968 

(6）減価償却費 157 

(7）家賃及び賃借料 551 

(8）支払手数料 1,049 

(1）給与・手当       1,599百万円

(2）臨時社員給与 353 

(3）退職給付費用 89 

(4）荷造運搬費 334 

(5）広告宣伝費 1,972 

(6）減価償却費 226 

(7）家賃及び賃借料 574 

(8）支払手数料 1,292 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用 約69％ 

一般管理費に属する費用  約31％ 

販売費に属する費用 約72％ 

一般管理費に属する費用  約28％ 

※３ 関係会社に係る注記 ※３ 関係会社に係る注記 

製品仕入高 2百万円

支払ロイヤリティ 2,414 

ソフトウェア開発費   133 

製品仕入高 －百万円

支払ロイヤリティ 2,266 

ソフトウェア開発費   111 

    

  

    

  

※４ 減損損失 

   当会計期間において、以下の資産グループについ 

   て減損損失を計上しております。       

  

  

   

  

  

用途 種類 場所 減損損失 
(百万円) 

遊休 土地 兵庫県 神戸市 16 

  
当該資産について帳簿価額に対し時価が著しく下落し将

来の回収可能性が著しく低いと判断したため、回収可能

額まで16百万円を固定資産減損損失として特別損失に計

上しました。回収可能額は、固定資産税評価額を勘案し

て評価しております。なお、減損損失を判定するに当た

っては、将来の使用が見込まれていない遊休資産につい

ては個別単位で、その他資産については単一セグメント

としてグルーピングをしております。 

  



（株主資本等変動計算書関係） 

   

 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

 2.配当に関する事項 

 配当金支払額等 

 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式     

普通株式 28,952,000 － － 28,952,000 

合計 28,952,000 － － 28,952,000 

自己株式     

普通株式 8,318 2,222 － 10,540 

合計 8,318 2,222 － 10,540 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年2月24日 

定時株主総会 
普通株式 2,170 75 平成17年11月30日 平成18年2月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年2月26日 

定時株主総会 
普通株式 2,315  利益剰余金 80 平成18年11月30日 平成19年2月27日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定    661百万円 現金及び預金勘定       745百万円

 ２．重要な非資金取引の内容 

該当事項はありません。 

 ２．重要な非資金取引の内容 

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び債務の額はそれぞれ757百万

円であります。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年11月30日現在） 

有価証券 

 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（平成18年11月30日現在） 

有価証券 

 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 5 1 4 

合計 5 1 4 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 5 3 2 

合計 5 3 2 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1百万円

１年超 2 

合計 4百万円

１年以内  1百万円

１年超 0 

合計 1百万円

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料  1百万円

減価償却費相当額  1百万円

支払リース料   1百万円

減価償却費相当額  1百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

 （注） 取得価額相当額及び未経過リース料残高は、

未経過リース料期末残高の有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

  

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

    

  

  

  

  （注）リース資産に配分された減損損失はありません。



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。また従業員の退職等に際して割増

退職金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前事業年度 

（平成17年11月30日） 
当事業年度 

（平成18年11月30日） 

(1） 退職給付債務（百万円） △1,036 △1,031 

(2） 年金資産（百万円） 612 743 

(3） 未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2) △424 △287 

(4） 未認識数理計算上の差異（百万円） △37 △158 

(5） 貸借対照表計上額純額（百万円） 

(3)＋(4) 
△461 △446 

(6） 退職給付引当金（百万円） △461 △446 

 
前事業年度 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

退職給付費用（百万円） 

(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 
177 111 

(1）勤務費用（百万円） 90 107 

(2）利息費用（百万円） 14 16 

(3）期待運用収益（百万円） △9 △12 

(4）会計基準変更時差異の費用処理額 

（百万円） 
77 － 

(5）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
4 0 

 
前事業年度 

（平成17年11月30日） 
当事業年度 

（平成18年11月30日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2）割引率（％） 1.6 2.1 

(3）期待運用収益率（％） 2.0 2.4 

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 5 5 

(5）会計基準変更時差異の処理年数（年） 5 － 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

たな卸資産評価損    126百万円

ソフトウェア 39 

広告宣伝費用 228 

未払賞与 98 

退職給付引当金 187 

事業税 78 

返品調整引当金 166 

未確定経費 248 

その他 20 

繰延税金資産計 1,195 

たな卸資産評価損 182百万円

ソフトウェア 42 

広告宣伝費用 199 

未払賞与 14 

退職給付引当金 181 

事業税 22 

返品調整引当金 278 

未確定経費 410 

減損損失 6 

その他 6 

繰延税金資産小計 1,343 

評価性引当金 △8 

繰延税金資産計 1,335 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、第２事業の状況５．経営上の重要な契約等に記載のとおりであ

ります。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より、連結上、債務超過の状態にあ

り、2005年11月期におきましても、決算は最終確定しておりませんが、債務超過の見込みです。現在、財務

内容の改善をすべく、経営構造改革を実行中であります。 

(2）兄弟会社等  

  （注） １．上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ フ 

       ァイナンス コーディネーション サービスとの貸付金契約に基づき要求支払いの短期化貸付であるこ 

       と及び貸付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っており 

       ます。 

      ２. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

      ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリ 

       ミテッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の 

       上決定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

リーバイ・ス

トラウス・ア

ンド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

373 
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

83.7 
なし 

ライセ

ンス契

約 

ソフト

ウェア

開発等

及び製

品仕入 

  

  

ロイヤリティ

ーの支払い 
2,414 未払金 623 

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

173 未払金 62 

製品の仕入 2 買掛金 0 

過年度ロイヤ

リティーの返

還 

622   － - 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社

の子会

社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギー 

ブリュッ

セル市 

157 

百万米ドル 

投資・金

融 
－ なし 

資金運

用 
資金の貸付 9,250 

短期貸

付金 
8,374 

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガポ

ール 

4 

千米ドル 

地域統括

管理業務 
－ 

兼任 

2名 

製品仕

入 

コンサ

ルタン

ト業務

等 

製品の仕入 2,569 買掛金 392 

コンサルタン

ト費用等 
467 未払金 180 

同上 

リーバイ・ス

トラウス・ア

ンド・カンパ

ニーヨーロッ

パエス・シ

ー・エイ 

ベルギー 

ブリュッ

セル市 

272,313 

千ユーロ 

地域統括

管理業務 
－ なし 

製品仕

入 
製品の仕入 64 買掛金 7 



当事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、第２事業の状況５．経営上の重要な契約等に記載のとおりであ

ります。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より、連結上、債務超過の状態にあ

り、2006年11月期におきましても、決算は最終確定しておりませんが、債務超過の見込みです。現在、財務

内容の改善をすべく、経営構造改革を実行中であります。 

(2）兄弟会社等  

  （注）１. 上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ ファ 

       イナンス コーディネーション サービシーズとの貸付金契約に基づき要求払いの短期貸付であること及 

       び貸付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っております。 

     ２. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

     ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミ 

       テッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決 

       定しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

リーバイ・ス

トラウス・ア

ンド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

373 
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

83.7 
なし 

ライセ

ンス契

約 

ソフト

ウェア

開発等

及び製

品仕入 

  

  

ロイヤリティ

ーの支払い 
2,266 未払金 550 

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

111 未払金 15 

製品の仕入 － 買掛金 0 

過年度ロイヤ

リティーの返

還 

－   － － 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会

社の

子会

社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギ

ー 

ブリュ

ッセル

市 

157 

百万米ドル 

投資・金

融 
－ なし 

資金運

用 
資金の貸付 6,010 短期貸付金 6,606 

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガ

ポール 

4 

千米ドル 

地域統括

管理業務 
－ 

兼任 

2名 

製品仕

入 

コンサ

ルタン

ト業務

等 

製品の仕入 1,553 買掛金 262 

コンサルタ

ント費用等 
631 

未払金 

短期リース債務 

長期リース債務 

182 

107 

605 

同上 

リーバイ・ス

トラウス・ア

ンド・カンパ

ニーヨーロッ

パエス・シ

ー・エイ 

ベルギ

ー 

ブリュ

ッセル

市 

272,313 

千ユーロ 

地域統括

管理業務 
－ なし 

製品仕

入 
製品の仕入 5 買掛金 0 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 457.48円 

１株当たり当期純利益 92.14円 

１株当たり純資産額       429.22円 

１株当たり当期純利益      46.89円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   同左 

 
前事業年度 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当期純利益（百万円） 2,717 1,357 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 50 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (50) (－） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,667 1,357 

期中平均株式数（株） 28,945,379 28,942,450 

前事業年度 
（自 平成16年12月1日 
 至 平成17年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年12月1日 
 至 平成18年11月30日） 

           ────── 当社取引先である株式会社発信グループは、平成19年２ 

月21日東京地方裁判所へ民事再生開始の申立てを行い受 

理されました。なお、同社に対する平成19年２月21日現

在の債権額は167百万円であり、回収不能見込額は現在の

ところ不明であります。 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 2,803 19 - 2,822 1,506 92 1,316 

機械装置 1,180 - - 1,180 1,112 3 68 

車両運搬具 16 - - 16 15 - 0 

器具備品 670 42 41 671 554 36 116 

土地 825 - 
16 

(16)
809 - - 809 

有形固定資産計 5,496 62 
58 

(16)
5,500 3,188 132 2,312 

無形固定資産        

電話加入権 12 - - 12 - - 12 

ソフトウエア 140 759 - 900 188 100 711 

無形固定資産計 153 759 - 912 188 100 724 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 15 8 0 15 8 

返品調整引当金 409 685 409 － 685 

役員退職慰労引当金 40 15 － － 56 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

イ．相手先別内訳 

ロ．期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 2 

預金  

当座預金 742 

別段預金 0 

その他 0 

小計 742 

計 745 

相手先 金額（百万円） 

㈱発信グループ 100 

㈱ラフォックス 13 

㈱アイドリーム 1 

計 114 

期日別 金額（百万円） 

平成18年12月 44 

平成19年１月 21 

   〃  ２月 49 

〃  ３月 0 

計 114 



③ 売掛金 

イ．相手先別内訳 

ロ．売掛金滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれています。 

④ 製品 

⑤ 原材料 

相手先 金額（百万円） 

㈱ライトオン 1,239 

㈱マックハウス 247 

栄光商事㈱ 158 

㈱ジーンズメイト 133 

㈱アサツーディ・ケイ 71 

その他 1,711 

計 3,561 

前期末残高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（月） 

(Ａ） (Ｂ） (Ｃ） (Ｄ） 
Ｃ 

──── 
Ａ＋Ｂ 

Ｄ ÷
Ｂ 
─ 
12 

4,093 34,771 35,303 3,561 90.8 1.2 

品名 金額（百万円） 

メンズボトムス 1,361 

レディースボトムス 907 

メンズトップス 234 

レディーストップス 108 

リーバイ・ストラウス・シグネチャー 132 

計 2,744 

品名 金額（百万円） 

輸入中間製品 21 

その他 222 

計 243 



⑥ 短期貸付金 

負債の部 

① 買掛金 

② 未払金 

③ 未払費用 

相手先 金額（百万円） 

リーバイ・ストラウス インターナショナル グルー

プ ファイナンス コーディネーション サービシー

ズ 

6,606 

計 6,606 

相手先 金額（百万円） 

伊藤忠商事㈱ 974 

サンダイヤ㈱ 378 

リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディ

ビジョン リミテッド 
262 

丸紅㈱ 173 

タカハター㈱ 159 

その他 508 

計 2,456 

相手先 金額（百万円） 

リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー 565 

リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディ

ビジョン リミテッド 
182 

（株）アサツー・ディ・ケイ 180 

バートル・ボーダル・ヘガティー 55 

その他 292 

計 1,276 

相手先 金額（百万円） 

従業員 （未払賞与） 116 

従業員 （未払決算賞与） 31 

社会保険事務所 3 

その他 150 

計 302 



④ 退職給付引当金 

⑤ 未払法人税等 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 1,031 

未認識数理計算上の差異 158 

年金資産  △743 

計 446 

区分 金額（百万円） 

法人税 144 

事業税 56 

住民税 40 

計 241 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  （注）平成19年2月26日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は 

     次のとおりとなりました。 

     当会社の公告方法は、電子公告とする。事故その他やむを得ない事由により電子公告を 

     することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

決算期 11月30日 

定時株主総会 毎年２月中 

基準日 11月30日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券、1,000,000株券及び10,000,000株券 

中間配当基準日 ５月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行される日本経済新聞 （注） 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】  

当社の親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、継続開示会社であります。 

  

２【その他の参考情報】  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第24期）（自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日）平成18年２月24日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年３月15日 関東財務局に提出 

  事業年度（第24期）（自 平成16年12月1日  至 平成17年11月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書  

  であります。 

(3) 臨時報告書 

  平成18年７月14日 関東財務局に提出 

  平成18年11月期中間業績予想との差異に関する内容であります。 

(4) 臨時報告書の訂正報告書 

  平成18年７月24日 関東財務局所に提出 

 平成18年７月14日提出の臨時報告書（平成18年11月期中間業績予想との差異に関する内容）に係る訂正報告書

      であります。 

(5) 半期報告書 

 （第25期中） （自 平成17年12月1日 至 平成18年5月31日）平成18年８月25日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年２月24日

リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社  

 取締役会 御中 

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浜嶋 哲三 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松下  修 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているリーバ

イ・ストラウス ジャパン株式会社の平成16年12月１日から平成17年11月30日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リーバ

イ・ストラウス ジャパン株式会社の平成17年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１９年２月２６日

リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社  

 取締役会 御中 

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松下  修 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岡野 隆樹 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているリ

ーバイ・ストラウス ジャパン株式会社の１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの第２５期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リーバ

イ・ストラウス ジャパン株式会社の平成１８年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 １．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より改訂後の固定資産の減損に係る会計基準が適用

     されることとなるため、この会計基準により財務諸表を作成している。 

 ２．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より改訂後の役員賞与に関する会計基準を適用され 

   ることとなるため、この会計基準により財務諸表を作成している。        

 ３．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より改訂後の貸借対照表の純資産の部の表示に関す 

   る会計基準を適用されることとなるため、この会計基準により財務諸表を作成している。   

 ４. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社の取引先である株式会社発信グループは、平成１９年２月２１日 

   東京地方裁判所へ民事再生開始の申立てを行い受理された。同社に対する平成１９年２月２１日現在の債権額は 

     １６７百万円であり、回収不能見込額は現在のところ不明である。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 
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